
クレハグループ税務方針

1. コンプライアンス
当社グループは、事業活動を行っている国や地域の税務関連法令等を遵守し、各国税法で認め
られる優遇税制などの恩典を適切に活用した上で、適正な申告・納税を行い、それらの国や地域
の経済に貢献し、ともに調和と安定的発展を目指します。
また、当社グループは、税務の正確性を期するために、関連する法令ルールに準拠した適正な経理
業務を行います。

2. 税務プランニング
当社グループは、事業活動を反映した公正、適正な税務プランニングを行います。また、税務に関
する国際ルール、事業活動を行う各国・地域における法令を遵守し、税務リスクを最小限に抑える
ように努めます。
当社グループは、タックスヘイブンを利用した租税回避行為や事業実態に合致しない税務プランニン
グは行いません。

3. 税務リスクの最小化に向けた対応
当社グループでは、各国税法に従った処理を行うよう努めておりますが、当社グループにおいて妥当
と判断した処理が各国税務当局の理解を得られない可能性も一定程度は存在するものと考えて
おります。
当社グループでは、必要と認められる場合に外部の税務専門家によるアドバイスを求め、複数の選
択肢に関して十分な調査、評価、検討を行い、適切な判断を実施します。これにより、税務訴訟
や追徴課税が生じるリスクを最小化出来るものと考えております。

4. 国際税務
(1) 移転価格

当社グループは、グループ各社の貢献に応じた国際的な所得配分を行うことにより、各国・地
域での適正な納税が実施されると考えております。この認識の下、当社グループは、OECD
移転価格ガイドライン等の国際関連規則に準拠し、機能リスク分析に基づいた移転価格算
定方法を適用し、国外関連者との取引価格を決定しています。
当社グループは、移転価格に関する税務リスクを低減するため、外部専門家のアドバイスを受
けるとともに、税務当局への事前確認制度(APA)等を利用します。

(2) 二重課税の排除
当社グループは、同一の経済的利益に対して複数の国・地域で二重課税が生じた場合、各
国間の租税条約や相互協議を適用し、これを排除するよう努力します。

5. 税務当局との関係性
当社グループは、税務当局からの問い合わせや情報提供要請について適時対応し、税務当局と
良好な関係性を維持します。
また、当社グループは、税務業務にともなう不確実性の低減及び税の透明性を確保するため、合
理的な説明が可能な税務処理を行うとともに、各国税務当局との見解相違が生じた場合にはこれ



を速やかに解消するように努めます。 
また、過去に税務当局から指導を受けた項目については、再発防止策を講じます。 
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